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　議案第１２号　　

平 成 ３１ 年 度 上 越 市 水 道 事 業 会 計 予 算

　（総則）

　第１条 平成３１年度上越市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

　第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 　給水戸数 戸

（２） 　年間給水量 ｍ
3

（３） 　一日平均給水量 ｍ
3

（４） 　用水供給量 ｍ
3

（５） 　一日平均給水量 ｍ3

（６） 　主要な建設改良工事

　　イ.本支管布設及び改良工事 千円

　（収益的収入及び支出）

　第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　　 収　　　　　　　　　　入

　　第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

 　　　　　　支　　　　　　　　　　出

　　第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

第５項 千円

第６項 千円

　（資本的収入及び支出）

　第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

出額に対し不足する額２，８４３，０７１千円は、過年度分損益勘定留保資金１，８１

２千円、当年度分損益勘定留保資金１，９１９，８２４千円、当年度分消費税及び地方

消費税資本的収支調整額１６７，４３５千円、減債積立金２７５，０００千円、建設改

良積立金４７９，０００千円で補填するものとする。）。

１，０００

４６６，９６７

特 別 損 失

予 備 費

３２７

用水供給事業費用 ６５，９０３

営 業 雑 費 用

営 業 外 費 用

１４，８６９

営 業 費 用 ５，０２９，７３１

１０，２４６

８５，３３１

２２，０８６，３７７

６０，３４５

２，１７７，７３６

７５５，９７３

２，０６５

水 道 事 業 収 益

９５，８４８

６，８７６，４１８

営 業 外 収 益

水 道 事 業 費 用

５，１３１，８６４

１，６３３，８３７

５，５７４，１７４

営 業 収 益

営 業 雑 収 益

用水供給事業収益
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　　　　　　 収　　　　　　　　　　入

　　第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

第６項 千円

　　　支　　　　　　　　　　出

　　第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

　（債務負担行為）

　第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

　（企業債）

　第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　　起債の目的 施設整備拡充費に充当

　　限　度　額 ２００，０００千円

　　起債の方法 証書借入（借入時期は平成３１年度中とする。ただし、工事の進捗状

況等により起債額の一部を翌年度に繰り延べて借り入れることができ

る。）

　　利　　　率 年　５．０％以内 （ただし、利率見直し方式で借り入れる政府資金

等について、利率の見直しを行った後においては、当該見直し後の利

率）

　　償還の方法 政府資金についてはその融資条件により、その他の資金については融

資先と協議して定める。ただし、財政状況その他の都合により、据置

期間及び償還期限を短縮し、若しくは繰上償還又は低利に借換えする

ことができる。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

　第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）　各項に計上した予定額に過不足を生じた場合における同一款内で、これらの経費

の各項間の流用

資 本 的 支 出

１０，６７３

建 設 改 良 費

１，０９９，６８３

２００，０００

資 本 的 収 入

用水供給資本的収入

企 業 債

２３０，８５５

１２８

限　度　額

ガス水道局庁舎新築工事
平成31年度から
平成32年度まで

461,687千円

補 助 金

５５７，９９５

繰 入 金

工 事 負 担 金

企 業 債 償 還 金

１１０，７０５

事　　　　　項 期　　　間

用水供給資本的支出

１，０９０，７７８

３，９４２，７５４

２，８４１，３０３
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　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又

はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１）　職 員 給 与 費 千円

（２）　交　  際　  費 千円

　（たな卸資産購入限度額）

　第９条　たな卸資産の購入限度額は、４１，２７０千円と定める。

平成３１年２月２８日提出

　上越市長　　村　山　　秀　幸

１３９

７１７，３１０
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水道事業会計予算に関する説明書 



 

 

 

 

 

 



収  益  的  収  入  及  び  支  出

収　　　　　　　　　　入

予定額(千円)

① 6,876,418

1 5,131,864

1 5,131,864

1 5,131,864

2 14,869

1 527

1 527 民地内修繕収益

2 14,342

1 14,342

3 1,633,837

1 2,099

1 1,404 定期預金利息

2 695 一般会計貸付金利息

2 127,698

1 127,698 一般会計繰入金

3 79,981

1 79,981

4 1,075,549

1 205,220 長期前受補助金戻入

2 707,219 長期前受工事負担金戻入

3 17,786 長期前受受贈財産評価額戻入

4 145,126 長期前受繰入金戻入

5 198 長期前受寄付金戻入

6 96,986

4 96,986

8 251,524

2 303 一般会計繰入金

4 250,355 長期前受金戻入

6 866 電源立地給付金等

4 95,848

1 81,775

1 81,775

2 14,073

2 16 一般会計繰入金

繰 入 金

雑 収 益
用 水 供 給
事 業 収 益

用 水 供 給
営 業 収 益

用 水 供 給
営 業 外 収 益

繰 入 金

雑 収 益

長期前受金戻入

長 期 前 受 金 戻 入

その他雑収益
広 域 施 設
営 業 外 収 益

長 期 前 受
補 助 金 戻 入
長 期 前 受 工 事
負 担 金 戻 入
長期前受受贈財
産 評 価 額 戻 入
長 期 前 受
繰 入 金 戻 入
長 期 前 受
寄 付 金 戻 入

営 業 雑 収 益

営 業 収 益

給 水 収 益

給 水 収 益

預 金 利 息

手 数 料

営 業 外 収 益

加 入 金

受 取 利 息

受注工事収益
そ の 他 営 業
雑 収 益

有収水量22,086,377ｍ3の料金収入

平 成 ３１ 年 度 上 越 市 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

款 ・ 項 目 節 説 明

水道事業収益

給水量755,973ｍ3の料金収入

受注工事収益

新設・その他1,468件の加入金

貸 付 金 利 息

繰 入 金

繰 入 金

給 水 収 益

加 入 金

下水道料金徴収業務受託等の収益

新設・その他2,174件の設計審査手数料等

税込

- 27 -



予定額(千円)

4 14,010 長期前受金戻入

6 47 電源立地給付金等

支　　　　　　　　　　出

予定額(千円)

① 5,574,174

1 5,029,731

1 603,766

1 4,820 非常勤一般職報酬等

2 13,413 職員 4人の給料

3 8,051 職員 4人の手当

4 1,617 職員 4人の賞与引当金繰入額

6 4,457 職員 4人の法定福利費

7 312

8 42 職員健康管理費

10 4,368 浄水場関係備消品費

12 39,018 浄水場機械器具等の修繕費

15 39,165 浄水場電力料金

16 4,243 浄水場電灯料金等

18 447 共架料等賃借料

19 545 浄水場施設災害保険料等

20 3,318 浄水場電話料金等

21 88,581

22 44,944 水質検査手数料等

23 19 浄水場記録用紙等

28 12 自動車重量税

29 20,287 原水滅菌用薬品費等

34 11,198 道路整備負担金等

36 43,742 原水及び浄水設備の除却費

37 271,167 原水及び浄水設備減価償却費

2 3,052,484

1 16,637 非常勤一般職報酬等

2 191,232 職員48人の給料

3 93,750 職員48人の手当

4 24,994 職員48人の賞与引当金繰入額

6 59,887 職員48人の法定福利費

7 4,883

8 399 職員健康管理費

10 7,325 配水及び給水工事用備消品費

職員 4人の法定福利費引当金繰入額

職員48人の法定福利費引当金繰入額

浄水場施設維持管理業務等の委託料

水道事業費用

営 業 費 用

原水及び浄水費

配水及び給水費

款 ・ 項 目 節

雑 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

賞 与 引 当
金 繰 入 額

手 当

説 明

説 明

光 熱 燃 料 費

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

動 力 費

報 酬

手 当

賃 借 料

保 険 料

賞 与 引 当
金 繰 入 額

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

給 料

法 定 福 利 費

厚 生 福 利 費

備 消 品 費

修 繕 費

通 信 運 搬 費

委 託 料

手 数 料

固定資産除却費

減 価 償 却 費

報 酬

印 刷 製 本 費

租 税 課 金

薬 品 費

雑 費

備 消 品 費

節

法 定 福 利 費

厚 生 福 利 費

給 料

款 ・ 項 目
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予定額(千円)

11 905 旅費

12 204,020

15 57,606 配水用電力料金

16 7,805 車両燃料費等

18 6,191 料金システムリース料等

19 1,216 車両任意保険等

20 19,575 料金納入令書等郵送料

21 193,047 料金等徴収業務委託等

22 1,287 コピー使用料金等

23 363 修繕伝票等印刷物

25 1,025 各種研修参加費等

28 333 自動車重量税

30 1,131 水道事業広報活動費

34 1,501 交通災害補償料等

36 155,358

37 2,002,014 配水及び給水設備減価償却費

3 174,419

1 140 職員研修外部講師報酬等

2 47,311

3 25,646

4 6,254

6 15,215

7 1,217

8 354 職員健康管理費等

9 41,255 退職給付引当金繰入額

10 2,985 一般事務用備消品費

11 1,115 旅費

12 1,290

16 2,547 電気料金及びガス料金等

18 344

19 1,100 水道事業賠償責任保険料等

20 662 郵便料金及び電話料金等

21 7,704 庁舎維持管理委託料等

22 1,476 コピー使用料金等

23 103 一般事務用印刷物

24 139 事業管理者交際費

25 2,779 水道事業用各種会費等

27 28 来客用お茶等

28 25 自動車重量税

32 537 貸倒引当金繰入額

庁舎機器リース料

管理者及び職員10人の法定福利費引当金繰入額

管理者及び職員10人の法定福利費

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

租 税 課 金

款 ・ 項 目

一 般 管 理 費

説 明

通 信 運 搬 費

旅 費 交 通 費

修 繕 費

光 熱 燃 料 費

委 託 料

賃 借 料

保 険 料

厚 生 福 利 費

退 職 給 付 費

配・給水管、水道ﾒｰﾀｰ等の修繕費

法 定 福 利 費

手 数 料

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

交 際 費

負担金及び補助

食 糧 費

貸 倒 引 当
金 繰 入 額

租 税 課 金

保 険 料

光 熱 燃 料 費

賃 借 料

節

管理者及び職員10人の給料

管理者及び職員10人の賞与引当金繰入額

管理者及び職員10人の手当

委 託 料

手 数 料

旅 費 交 通 費

修 繕 費

動 力 費

固定資産除却費 本支管、給水管入替等に伴う除却費

減 価 償 却 費

報 酬

給 料

手 当

印 刷 製 本 費

負担金及び補助

賞 与 引 当
金 繰 入 額

雑 費

需 要 開 発 費

庁舎営繕及び事務機器修理等

備 消 品 費
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予定額(千円)

34 360 交通災害補償料等

36 1,045 業務設備の除却費

37 12,788 業務設備減価償却費

4 64,610

1 64,610 上越利水共同施設管理費分担金

5 1,134,452

2 35,614 職員9人の給料の94.7％

3 18,637 職員9人の手当の94.7％

4 4,792

6 10,937

7 935

8 53 職員健康管理費

9 5,387 退職給付引当金繰入額

10 1,591 浄水場関係備消品費等

12 39,039 機械点検修繕等

15 52,433 浄水場・ポンプ場等電力料金

16 2,087 浄水場冷暖房用燃料等

18 444 配水施設占用料等

19 1,721 機械設備損害保険料等

20 4,992 専用回線使用料等

21 108,989

22 4,465 水質試験手数料等

25 50 各種負担金

28 24 自動車重量税

29 12,745 原水滅菌用薬品費等

34 1,691 交通災害補償料等

36 21,178 広域施設設備固定資産除却費

37 771,287 広域施設設備減価償却費

40 35,210

41 151 正善寺川河川流水占用料

2 10,246

1 10,246

2 3,299 職員 1人の給料

3 2,442

4 460

6 1,135

7 87

職員9人の法定福利費の94.7％

職員 1人の法定福利費

職員 1人の賞与引当金繰入額

職員 1人の手当

職員9人の賞与引当金繰入額の94.7％

説 明

浄水場施設維持管理業務等の委託料

正善寺ダム・柿崎川ダム施設管理費分担金

職員9人の法定福利費引当金繰入額の94.7％

職員 1人の法定福利費引当金繰入額

委 託 料

薬 品 費

雑 費

固定資産除却費

賞 与 引 当
金 繰 入 額

手 数 料

負担金及び補助

修 繕 費

租 税 課 金

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

備 消 品 費

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

共 同 施 設
管 理 分 担 費

広 域 施 設
営 業 費 用

賞 与 引 当
金 繰 入 額

手 当

減 価 償 却 費
共 同 施 設
管 理 分 担 費

動 力 費

光 熱 燃 料 費

賃 借 料

保 険 料

通 信 運 搬 費

雑 費

減 価 償 却 費

固定資産除却費

共 同 施 設
管 理 分 担 費

法 定 福 利 費

厚 生 福 利 費

退 職 給 付 費

給 料

法 定 福 利 費

ダ ム 使 用 料

営 業 雑 費 用

受 注 工 事 費

給 料

目

手 当

款 ・ 項 節
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予定額(千円)

8 20 職員健康管理費

10 339 設計審査等備消品費

12 585 民地内修繕使用材料等

18 439 工事受付システムリース料

21 1,440 工事受付システム保守料

3 466,967

1 255,050

1 255,050 企業債償還利息

3 123

3 123 放射性物質検査費用

4 170,549

1 170,549

5 41,245

1 41,187 企業債償還利息

3 58 放射性物質検査費用

4 65,903

1 63,593

2 1,994 職員9人の給料の5.3％

3 1,051 職員9人の手当の5.3％

4 269 職員9人の賞与引当金繰入額の5.3％

6 613 職員9人の法定福利費の5.3％

7 53

8 3 職員健康管理費

9 301 退職給付引当金繰入額

10 98 浄水場関係備消品費等

12 2,192 機械点検修繕等

15 2,937 浄水場・ポンプ場等電力料金

16 123 浄水場冷暖房用燃料等

18 29 配水施設占用料等

19 101 機械設備損害保険料等

20 287 専用回線使用料等

21 6,108

22 258 水質試験手数料等

25 26 各種負担金

28 2 自動車重量税

29 716 原水滅菌用薬品費等

34 96 交通災害補償料等

浄水場施設維持管理業務等の委託料

薬 品 費

法 定 福 利 費

厚 生 福 利 費

退 職 給 付 費

支 払 利 息

雑 支 出

厚 生 福 利 費

備 消 品 費

備 消 品 費

修 繕 費

負担金及び補助

動 力 費

光 熱 燃 料 費

賃 借 料

保 険 料

通 信 運 搬 費

手 数 料

租 税 課 金

委 託 料

雑 費

用 水 供 給
事 業 費 用

用 水 供 給
営 業 費 用

給 料

手 当
賞 与 引 当
金 繰 入 額

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

支 払 利 息

企 業 債 利 息

雑 支 出

その他雑支出
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

広 域 施 設
営 業 外 費 用

款 ・ 項 目 節 説 明

職員9人の法定福利費引当金繰入額の5.3％

営 業 外 費 用

委 託 料

修 繕 費

賃 借 料
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予定額(千円)

36 1,186 用水供給設備固定資産除却費

37 43,169 用水供給設備減価償却費

40 1,972

41 9 正善寺川河川流水占用料

2 2,310

1 2,306 企業債償還利息

3 4 放射性物質検査費用

5 327

1 327

1 327 車両売却損

6 1,000

1 1,000

1 1,000

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　　入

予定額(千円)

① 1,099,683

1 200,000

1 200,000

1 200,000 水道事業債

2 230,855

1 230,855

1 230,855 重要給水施設配水管等事業

3 557,995

1 557,995

1 557,995 本支管工事等の負担金

4 110,705

1 108,423

1 108,423

2 2,282

1 2,282 水源開発一般会計繰入金

6 128

2 128

1 128 妙高市負担金

説 明

正善寺ダム・柿崎川ダム施設管理費分担金

目

ダ ム 使 用 料

支 払 利 息

雑 支 出

用 水 供 給
営 業 外 費 用

特 別 損 失

工 事 負 担 金

工 事 負 担 金

工 事 負 担 金

繰 入 金

用 水 供 給
資 本 的 収 入

用 水 供 給
繰 入 金

説 明

繰 入 金
広 域 施 設
繰 入 金

繰 入 金

繰 入 金

繰 入 金

款 ・ 項 目 節

予 備 費

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

予 備 費

予 備 費

資 本 的 収 入

企 業 債

補 助 金

補 助 金

補 助 金

減 価 償 却 費
共 同 施 設
管 理 分 担 費

固定資産売却損

固定資産売却損

款 ・ 項 節

固定資産除却費

企業債元金償還金の一般会計繰入金
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支　　　　　　　　　　　出

予定額(千円)

① 3,942,754

1 2,841,303

1 241,026

4 234,816 浄水場設備更新工事等

11 6,210 導水管入替工事

2 2,438,367

1 1,992

2 19,250 配水場建屋築造工事等

3 14,025 配水場場内配管工事等

4 25,919 配水場機械設置工事等

5 7,341

6 6,561 設計業務用機器等

8 4,946

9 2,177,736 本支管布設及び改良工事

10 169,597 公道分工事

17 11,000

3 158,621

2 145,695 庁舎新築工事費

6 4,816 事務用ＯＡ機器の入替等

17 8,110

4 3,289

4 2,312 機械取替工事

6 124

17 853

2 1,090,778

1 903,402

1 903,402 企業債償還元金

2 187,376

1 187,376 企業債償還元金

3 10,673

1 185

4 130 機械取替工事

6 7

17 48

2 10,488

1 10,488 企業債償還元金

会計・電子決裁システム更新

会計・電子決裁システム更新

新設等1,489件の取付メーター

会計・電子決裁システム更新

会計システム関連機器更新

軽貨物自動車等5台

配水場用地の取得等

設計積算システム更新

説 明款 ・ 項 目 節

機 械 装 置

工具器具備品

業 務 設 備

車 両 運 搬 具

導 管 給 水 管

導 管 本 支 管

水道メーター

建 物

構 築 物

ソフトウェア

企業債償還金

用 水 供 給
企 業 債 償 還 金

企業債償還金

広 域 施 設
企 業 債 償 還 金

ソフトウェア

機 械 装 置

工具器具備品

機 械 装 置

企業債償還金

用 水 供 給
資 本 的 支 出

用 水 供 給
建 設 改 良 費

広域施設設備

企業債償還金

工具器具備品

企業債償還金

ソフトウェア

ソフトウェア

会計システム関連機器更新

導 水 管

工具器具備品

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

原水及び浄水設備

建 物

機 械 装 置

配水及び給水設備

土 地
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平成３１年度上越市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで）

（単位：千円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 1,133,947

減価償却費 3,100,425

固定資産除却費 159,213

引当金の増減額(△は減少) 11,337

長期前受金戻入額 △ 1,339,914

支払利息 298,543

受取利息及び受取配当金 △ 2,099

有形固定資産売却損益(△は益) 327

未収金の増減額(△は増加) △ 7,883

貯蔵品の増減額(△は増加) 6,384

未払金の増減額(△は減少) 21,091

未払費用の増減額(△は減少) △ 482

預り金の増減額（△は減少） 27,941

小計 3,408,830

利息の支払額 △ 298,543

利息及び配当金の受取額 2,099

業務活動によるキャッシュ・フロー 3,112,386

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 2,575,217

無形固定資産の取得による支出 △ 18,191

国庫補助金等による収入 717,245

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,876,163

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 200,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,101,266

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還に係る一般

会計からの繰入金による収入 101,793

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 799,473

資金増加額(又は減少額) 436,750

資金期首残高 9,322,968

資金期末残高 9,759,718

税抜
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給　　与　　費　　明　　細　　書

１　総　　括

法　 定

特別職 一般職 報酬 給料 賃金 手当 計 福利費

（人） （人） (千円) （千円） (千円) （千円） （千円） （千円） （千円）

損益勘定支弁職員 1 72 － 292,863 － 228,270 521,133 99,731 620,864

資本勘定支弁職員 － 12 － 48,129 － 31,441 79,570 16,876 96,446

合　　　　計 1 84 － 340,992 － 259,711 600,703 116,607 717,310

損益勘定支弁職員 1 72 － 290,795 － 195,742 486,537 98,535 585,072

資本勘定支弁職員 － 12 － 47,707 － 31,534 79,241 16,659 95,900

合　　　　計 1 84 － 338,502 － 227,276 565,778 115,194 680,972

損益勘定支弁職員 0 0 － 2,068 － 32,528 34,596 1,196 35,792

資本勘定支弁職員 － 0 － 422 － △ 93 329 217 546

合　　　　計 0 0 － 2,490 － 32,435 34,925 1,413 36,338

特殊企業 管理職員特 期　末・

区　　分 職 手 当 別勤務手当 奨励手当

（千円） （千円） （千円）

本　年　度 154 254 133,732

前　年　度 132 254 132,505

比　　　較 22 0 1,227

区　　分 住居手当 退職給付費

（千円） （千円）

本　年　度 3,184 46,943

前　年　度 2,424 13,785

比　　　較 760 33,158

0 13,771 6,953

1,170 14,648 6,291

△ 1,170 △ 877 662

0

寒冷地手当 宿日直手当 通勤手当

（千円） （千円） （千円）

比
較

手
　
当
　
の
　
内
　
訳

扶養手当 時間外勤務手当 管理職手当

（千円） （千円） （千円）

14,629 36,525 3,566

14,425 38,076 3,566

204 △ 1,551

前
年
度

職員数 給  与  費
合　計

区　　分

本
年
度
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２　給料及び手当の増減額の明細

区分 増減額（千円） 増減事由別内訳（千円） 説　　明 備　　考

340,992 　給料の改定状況（前年度）

340,495 　改定率　　　　 0.15%

      ×100= 0.15 　改定時期　平成30年4月1日

職員数の異動状況（短時間勤務職員を含む）

1.1時点 増減
年度当初
見込

31年度 84人 0人 84人

30年度 84人 0人 84人

増　減 0人 0人 0人

３　給料及び手当の状況

（１）職員１人当たり給与

区　　　　分 企業職

331,731

平成31年1月1日現在 396,316

45.9

330,998

平成30年1月1日現在 396,371

45.0

（２）初任給

一般会計の制度

一般行政職（円）

高校卒 148,600 148,600

大学卒 180,700 180,700

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢 （歳）

区　分 企 業 職 (円）

給料改定等に伴う増減（期
末・奨励手当の増、寒冷地手
当の減等）

職員の異動等による増
加分

32,184

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

給与改定に伴う波及増
加分

251

平 均 年 齢 （歳）

手
 
当

32,435
その他の増
加分

32,435

平均昇給率 1.01 ％

その他の増
加分

1,136
職員の異動等による増
加分

給
　
　
　
　
　
料

2,490

給与改定に
伴う増加分

497

昇給に伴う
増加分

857

－1－1－1－1
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（３）級別職員数

企　業　職

職員数 構成比

（人） （％）

８級 1   1.2  

７級 1   1.2  

６級 3   3.6  

５級 7   8.3  

４級 30   35.7  

３級 30   35.7  

２級 10   11.9  

１級 2   2.4  

計 84   100.0  

８級 1   1.2  

７級 1   1.2  

６級 4   4.8  

５級 6   7.1  

４級 30   35.7  

３級 27   32.1  

２級 12   14.3  

１級 3   3.6  

計 84   100.0  

(級別の標準的な職務内容）

区　分 ８級 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２～１級

係　長 主　事

企業職 局　長 課　長 課　長 副課長 班　長 主　任

主　任 技　師

（平成31年1月1日現在）

区   分
級

平成31年1月1日現在

平成30年1月1日現在
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（４）昇給

合　計 企業職

(Ａ)(人) 84 84

(Ｂ)(人) 76 76

1号給(人) 2 2

2号給(人) 13 13

3号給(人) 1 1

号給数別内訳 4号給(人) 57 57

5号給(人)

6号給(人)

7号給(人)

8号給以上(人) 3 3

(％) 90.5 90.5

(Ａ)(人) 84 84

(Ｂ)(人) 79 79

1号給(人)

2号給(人) 15 15

3号給(人) 3 3

号給数別内訳 4号給(人) 59 59

5号給(人)

6号給(人)

7号給(人)

8号給以上(人) 2 2

(％) 94.0 94.0

（５）特殊勤務手当

（％）

（％）

（円）

（６）期末手当・奨励手当

支給率計

6月(月分） 12月(月分） （月分）

2.225
（1.175）

2.225
（1.175）

4.45
（2.35）

2.125
（1.075）

2.275
（1.225）

4.40
（2.30）

2.225
（1.175）

2.225
（1.175）

4.45
（2.35）

※カッコ内は再任用職員の支給率

本　年　度 有

前　年　度 有

一般会計の制度 有

備　考

区　　　　　　分 企業職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 0.2

支給対象職員の比率（平成31年1月1日現在） 17.9

支給対象職員１人当たり平均支給月額 3,520

区　　　　分
支給期別支給率 職制上の段階、職務の

級等による加算措置

前
年
度

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

 比　　率　　（Ｂ）／（Ａ）

区　　　　　　分

本
年
度

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

 比　　率　　（Ｂ）／（Ａ）
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（７）定年退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

（月分） （月分） （月分） （月分）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

※上記支給率は、平成31年1月1日時点のもの

（８）その他の手当

通勤手当 同　　じ

扶養手当 同　　じ

住居手当 同　　じ

同　　じ
（支給率等)

区　　　　分 一般会計の制度との異同 差異の内容

一般会計の制度
24.586875 33.27075 47.709 47.709

区　　　　分 その他の加算措置等 備　考

支給率等
定年前早期退職特例
措置(2%～20%加算)
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債務負担行為に関する調書

事 項 限 度 額

期 間 金 額 期 間 金 額
損 益 勘 定
留 保 資 金

千円 千円 千円 千円

ガス水道局庁
舎新築工事

461,687 - - 平成32年度 461,687 461,687

左の財源内訳
前年度末までの支払

義務発生（見込）額

当該年度以降の支

払義務発生予定額

税込
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平 成 ３ １ 年 度 上 越 市 水 道 事 業 会 計 予 定 貸 借 対 照 表

  ( 平 成 ３２ 年 ３ 月 ３１日 現 在 ）

（単位:千円）

資　　産　　の　　部

1

(1)

1 12,956,126

△ 6,621,142 6,334,984

2 91,693,320

△ 38,180,220 53,513,100

3 376,751

△ 242,206 134,545

4 641,429

5 39,134,371

△ 21,508,796 17,625,575

6 2,190,199

△ 1,203,771 986,428

79,236,061

(2)

1 24,499

2 2,492

3 49,454

4 28,629

5 1,601

106,675

79,342,736

2

(1) 9,759,718

(2) 230,139

△ 2,393 227,746

(3) 63,399

(4) 3,301

(5) 500

10,054,664

89,397,400

広 域 施 設 設 備

用 水 供 給 設 備

資 産 合 計

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

原 水 及 び 浄 水 設 備

減 価 償 却 累 計 額

広 域 施 設 設 備

業 務 設 備

減 価 償 却 累 計 額

流 動 資 産 合 計

貯 蔵 品

貸 倒 引 当 金

前 払 費 用

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産

未 収 金

現 金 ・ 預 金

配 水 及 び 給 水 設 備

減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

電 話 加 入 権

その他無形固定資産

無 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

用 水 供 給 設 備

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

税抜
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負　　債　　の　　部
1
(1)

1 13,666,196

2 87,152
13,753,348

(2)
1 593,770
2 68,052
3 7,263

669,085
14,422,433

2
(1)

1 1,109,079

2 10,727
1,119,806

(2) 87,562
(3) 40,571
(4)

1 44,020
2 8,583
3 322

52,925
(5) 229,445
(6) 1,507

1,531,816
3
(1) 58,968,327

△ 28,299,510

30,668,817
46,623,066

資　　本　　の　　部
1
(1) 31,651,848

31,651,848
2
(1)

1 289,249
2 12,144

3 15,751

317,144
(2)

1 1,662,414
2 376,993
3 4,547,371
4 当年度未処分利益剰余金 4,020,545
5 198,019

10,805,342
11,122,486
42,774,334
89,397,400

預 り 金

用 水 供 給 引 当 金

引 当 金 合 計

企 業 債

賞 与 引 当 金

未 払 金

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

法 定 福 利 費 引 当 金

固 定 負 債 合 計

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

退 職 給 付 引 当 金

用 水 供 給 企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債

減 債 積 立 金
利 益 積 立 金

利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

建 設 改 良 積 立 金

用水供給利益剰余金

受 贈 財 産 評 価 額
補 助 金

繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

流 動 負 債

引 当 金

用 水 供 給 引 当 金

引 当 金 合 計

特 別 修 繕 引 当 金

企 業 債

用 水 供 給 企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金
前 受 金

未 払 費 用
流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益
長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

負 債 資 本 合 計

資 本 金
資 本 金

資 本 金 合 計
剰 余 金

資 本 剰 余 金

用水供給資本剰余金

資 本 合 計
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平 成 ３０ 年 度 上 越 市 水 道 事 業 会 計 予 定 損 益 計 算 書

（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

（単位:千円）

1

(1) 4,727,137 4,727,137

2

(1) 585,790

(2) 3,073,474

(3) 141,420

(4) 47,588

(5) 1,122,231 4,970,503

 243,366

3

(1) 655

(2) 12,161 12,816

4

(1) 11,768 11,768

 242,318

5

(1) 4,599

(2) 136,209

(3) 54,040

(4) 1,097,493

(5) 95,056

(6) 268,231 1,655,628

6

(1) 274,286

(2) 840

(3) 45,568 320,694

7

(1) 74,818

(2) 15,009 89,827

8

(1) 62,881

(2) 2,552 65,433 1,359,328

1,117,010

9

(1) 15,094 15,094

10

(1) 1,000 1,000 △ 16,094

1,100,916

4,688

1,078,000

2,183,604

用水供給営業費用

用水供給営業収益

用水供給営業外収益

用水供給営業外費用

（ 経 常 利 益 ）

固 定 資 産 売 却 損

用水供給事業収益

用水供給事業費用

一 般 管 理 費

受 注 工 事 収 益

営 業 外 収 益

共同施設管理分担費

雑 収 益

広域施設営業外費用

営 業 外 費 用

営 業 雑 収 益

広域施設営業費用

（ 営 業 損 失 ）

支 払 利 息

雑 支 出

繰 入 金

加 入 金

営 業 収 益

給 水 収 益

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

予 備 費

予 備 費

特 別 損 失

受 取 利 息

広域施設営業外収益

その他営業雑収益

営 業 雑 費 用

受 注 工 事 費

（ 営 業 総 損 失 ）

長 期 前 受 金 戻 入

（ 当 年 度 純 利 益 ）

（前年度繰越利益剰余金）

（その他未処分利益剰余金変動額）

（当年度未処分利益剰余金）

税抜

- 43 -



平 成 ３０ 年 度 上 越 市 水 道 事 業 会 計 予 定 貸 借 対 照 表

  ( 平 成 ３１ 年 ３ 月 ３１日 現 在 ）

（単位:千円）

資　　産　　の　　部

1

(1)

1 12,858,661

△ 6,459,725 6,398,936

2 90,152,103

△ 36,574,766 53,577,337

3 387,951

△ 244,677 143,274

4 326,718

5 39,255,422

△ 20,843,310 18,412,112

6 2,196,975

△ 1,166,524 1,030,451

79,888,828

(2)

1 24,499

2 2,492

3 61,596

4 30,189

5 1,689

120,465

80,009,293

2

(1) 9,322,968

(2) 222,256

△ 1,856 220,400

(3) 69,783

(4) 3,301

(5) 500

9,616,952

89,626,245

前 払 費 用

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

施 設 利 用 権

電 話 加 入 権

その他無形固定資産

広 域 施 設 設 備

用 水 供 給 設 備

減 価 償 却 累 計 額

用 水 供 給 設 備

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

業 務 設 備

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

広 域 施 設 設 備

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

原 水 及 び 浄 水 設 備

減 価 償 却 累 計 額

配 水 及 び 給 水 設 備

税抜
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負　　債　　の　　部
1
(1)

1 14,578,089

2 97,881
14,675,970

(2)
1 579,351
2 68,052
3 7,066

654,469
15,330,439

2
(1)

1 1,087,964

2 10,486
1,098,450

(2) 66,471
(3) 40,571
(4)

1 3,030
2 44,799
3 8,607
4 305

56,741
(5) 201,504
(6) 1,989

1,465,726
3
(1) 58,426,508

△ 27,236,815

31,189,693
47,985,858

資　　本　　の　　部
1
(1) 31,651,848

31,651,848
2
(1)

1 289,249
2 12,144

3 15,751

317,144
(2)

1 1,937,414
2 376,993
3 5,026,371
4 当年度未処分利益剰余金 2,157,100
5 173,517

9,671,395
9,988,539
41,640,387
89,626,245負 債 資 本 合 計

利 益 積 立 金
建 設 改 良 積 立 金

用水供給利益剰余金
利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計

利 益 剰 余 金
減 債 積 立 金

剰 余 金
資 本 剰 余 金

補 助 金

用水供給資本剰余金

資 本 剰 余 金 合 計

繰 延 収 益
長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 金
資 本 金

資 本 金 合 計

用 水 供 給 引 当 金

引 当 金 合 計
預 り 金
未 払 費 用

流 動 負 債 合 計

前 受 金
引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

企 業 債
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債
用 水 供 給 企 業 債

企 業 債 合 計
未 払 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計
流 動 負 債

引 当 金
退 職 給 付 引 当 金

特 別 修 繕 引 当 金

用 水 供 給 引 当 金

固 定 負 債
企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債
用 水 供 給 企 業 債

企 業 債 合 計
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注  記  表 

  

Ⅰ．重要な会計方針 

１ 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く。） 

・減価償却の方法  定額法による。（※車両運搬具については定率法による。） 

・主な耐用年数 

建物          １５～５０年 

構築物                １０～６０年 

機械装置         ６～４０年 

車両運搬具          ４～５年 ※ 

工具器具備品       ４～１５年 

水道メーター          ８年 

導管本支管          ４０年 

導管給水管          ４０年 

（２）無形固定資産（リース資産を除く。） 

・減価償却の方法  定額法による。 

・主な耐用年数 

施設利用権       ３０～５５年 

ソフトウェア                    ５年 

 

２ 引当金の計上方法 

（１）退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当す

る金額を計上している（なお、一般会計が負担すると見込まれる金額２８９，０３２千

円を除く。）。 

（２）賞与引当金 

職員の期末手当及び奨励手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基

づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

（３）法定福利費引当金 

職員の期末手当及び奨励手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末におけ

る支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

（４）貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、全てを一般債権とし、過去３か年の貸倒実

績率の平均値により回収不能額を計上している。なお、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 
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 ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記 

   該当なし 

 

Ⅲ．予定貸借対照表等関連 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内           

に償還予定のものを含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は１，７４３，２

５１千円である。 

 

２ 引当金の取崩し 

（１）退職給付引当金の取崩し 

平成３１年度において、退職手当として３５，３６０千円を支給することが見込まれ

るため、退職給付引当金３５，３６０千円を取り崩す予定。 

（２）賞与引当金の取崩し 

平成３１年度において、前年度までに発生した期末手当及び奨励手当として４５，０

５４千円を支給することが見込まれるため、賞与引当金４５，０５４千円を取り崩す予

定。 

（３）法定福利費引当金の取崩し 

平成３１年度において、前年度までに発生した期末手当及び奨励手当に対する法定福

利費として８，６５７千円を支給することが見込まれるため、法定福利費引当金８，６

５７千円を取り崩す予定。 

 

Ⅳ．セグメント情報の開示 

１ 報告セグメントの概要 

水道事業では、水道事業及び水道用水供給事業を運営しており、各事業で運営方針を決

定していることから、水道事業及び水道用水供給事業の２つを報告セグメントとしている。 

報告セグメントは、水道事業の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

予算の策定及び業績を評価するために、定期的に議会に報告される対象となっているもの

である。 

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は、以下のとおりである。 

事 業 区 分 事 業 の 内 容 

水道事業 水道水を供給する業務 

水道用水供給事業 妙高市に対し水道用水を供給する業務 
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２ 報告セグメントごとの営業収益等 

    当年度（平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで）        税抜 

（単位：千円）

水道事業 水道用水供給事業 合 計

営業収益 4,715,885 75,023 4,790,908

営業費用 4,934,525 62,285 4,996,810

営業損益 △ 218,640 12,738 △ 205,902

経常損益 1,110,772 24,502 1,135,274

セグメント資産 88,015,349 1,382,051 89,397,400

セグメント負債 46,131,462 491,604 46,623,066

その他の項目

　他会計繰入金 128,001 16 128,017

　減価償却費 3,057,256 43,169 3,100,425

　受取利息 2,099 0 2,099

　支払利息 296,237 2,306 298,543

　特別損失 327 0 327

　有形固定資産及び無形固定資産 2,593,239 169 2,593,408

　の増加額  

      

Ⅴ．減損損失 

 １ グルーピングの方法 

水道事業会計において使用している固定資産については、事業ごとに水道水の製造から

販売まで全ての資産が一体となってキャッシュ・フローを生成していることから、水道事

業全体を資産グループとしている。 

   

Ⅵ．リース契約により使用する固定資産 

１ リース取引の処理方法 

リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引はない。 

リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借 

取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 


